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当社は、2021年９月17日付で株式会社日本ケアリンク（以下「日本ケアリンク」とい

います。）、株式会社オールライフメイト（以下「オールライフメイト」といいます。）

および株式会社クリーンメイト（以下「クリーンメイト」といいます。）との間で締結

した合併契約書に基づき、2022年４月１日を効力発生日として、当社を吸収合併存続会

社、日本ケアリンク、オールライフメイトおよびクリーンメイトを吸収合併消滅会社と

する吸収合併（以下「本件吸収合併」といいます。）を行うことといたしました。 

本件吸収合併に関し、会社法第794条第１項および会社法施行規則第191条に定める事

項は下記のとおりです。 

 

記 

 

１．吸収合併契約の内容（会社法第794条第１項） 

2021年９月17日付で当社と日本ケアリンク、オールライフメイトおよびクリーンメイ

トが締結した合併契約書は別紙１のとおりです。 

                                                                         

２．合併対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第191条第１号） 

 日本ケアリンク、オールライフメイトおよびクリーンメイトが当社の完全子会社であ

ることから、本件吸収合併に際して株式その他の金銭等の交付は行わないことといたしま

した。 

                                                                         

３．吸収合併消滅会社の新株予約権に関する事項（会社法施行規則第191条第２号） 

 該当事項はありません。 

 

４．吸収合併消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等（会社法施行規則第191条第

３号） 

① 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

   日本ケアリンクについて別紙２、オールライフメイトについて別紙３、クリー

ンメイトについて別紙４のとおりです。 

  

② 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等があるときは、

当該臨時計算書類等の内容 



   該当事項はありません。 

 

③ 最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財

産の状況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その内容 

   該当事項はありません。 

 

５．吸収合併存続会社において、最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な

債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その

内容（会社法施行規則第191条第５号） 

 該当事項はありません。 

 

６．吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関する事項（会社法施行規則第191条

第６号） 

 本件吸収合併後の当社の資産の額は、負債の額を十分に上回ることが見込まれま

す。また、本件吸収合併後の当社の収益状況およびキャッシュ・フローの状況につい

て、当社の債務の履行に支障を及ぼすような事態は、現在のところ予測されておりま

せん。 

したがいまして、本件吸収合併後における当社の債務について履行の見込みがある

と判断いたします。 

なお、本件吸収合併に先立ち、当社が日本ケアリンクに対して保有する債権の一部

を放棄し、日本ケアリンクの債務超過の状態を解消する予定ですが、かかる債権放棄

は当社の債務履行の見込みに影響を及ぼすものではありません。 

以上 

  



別紙１ 吸収合併契約の内容 

  











別紙２ 日本ケアリンクの最終事業年度に係る計算書類等の内容 

  



貸借対照表

元帳区分 :

作成日時 :

貸借対照表

対象組織 :
科目構成 :

科目 残高 構成比 構成比残高科目

1000 基本科目構成

年 月現在2021 03

（単位 円）:
共通＋日本

株式会社日本ケアリンク

2

0

0

0

1

0

2021/04/2910:11
頁1/1

0

0

0

1

対象組織グループ :1 日本ケアリンク

1

【流動資産】 【流動負債】
現金 3,105,119 0.1 短期借入金 176,919,570 7.2
当座預金 10,000,000 0.4 未払金 200,501,595 8.2
普通預金 75,411,918 3.1 未払費用 12,866,099 0.5
＜現金及び預金計＞ 88,517,037 3.6 前受金 179,916,672 7.3
売掛金 585,050,167 23.8 賞与引当金 86,225,085 3.5
＜受取手形及び売掛金計＞ 585,050,167 23.8 未払法人税等 77,628,800 3.2
貯蔵品 0 0.0 未払消費税 7,870,200 0.3
＜原材料及び貯蔵品計＞ 0 0.0 預り金 11,001,881 0.4
前払費用 44,501,153 1.8 仮受金 37,285 0.0
未収入金 18,907,233 0.8 リース債務 短期( ) 20,890,775 0.9
立替金 3,748,071 0.2 仮受消費税 0 0.0
仮払金 1,135,600 0.0 ＜流動負債計＞ 773,857,962 31.5
預け金 12,888,168 0.5 【固定負債】
仮払消費税 0 0.0 退職給付引当金 89,004,776 3.6
貸倒引当金 短期( ) -400,000 0.0 預り保証金 47,805,600 1.9
＜その他の流動資産計＞ 80,780,225 3.3 長期前受収益 373,806,479 15.2

＜流動資産計＞ 754,347,429 30.7 リース債務 長期( ) 275,359,051 11.2
【固定資産】 資産除去債務 長期( ) 213,685,799 8.7

建物 1,123,767,070 45.7 ＜固定負債計＞ 999,661,705 40.7
建物償却累計額 -368,304,563 -15.0 ＜負債合計＞ 1,773,519,667 72.1
建物附属設備 966,424,199 39.3 【純資産】
建物附属設備償却累計額 -719,466,713 -29.3 資本金 10,000,000 0.4
構築物 16,163,394 0.7 その他資本剰余金 356,884,000 14.5
構築物償却累計額 -9,217,294 -0.4 資本剰余金 356,884,000 14.5
車両運搬具 0 0.0 圧縮積立金 590,502 0.0
車両運搬具償却累計額 0 0.0 繰越利益剰余金 238,081,602 9.7
器具備品 114,515,307 4.7 当期純利益 79,646,273 3.2
器具備品償却累計額 -94,300,301 -3.8 その他利益剰余金 318,318,377 12.9
有形リース資産 581,572,014 23.7 利益剰余金 318,318,377 12.9
有形リース資産償却累計 -353,604,761 -14.4 株主資本 685,202,377 27.9
土地 115,271,524 4.7 ＜純資産合計＞ 685,202,377 27.9
＜有形固定資産計＞ 1,372,819,876 55.8 ＜負債及び純資産合計＞ 2,458,722,044 100.0
ソフトウエア 4,265,003 0.2
商標権 28,993 0.0
＜無形固定資産計＞ 4,293,996 0.2
関係会社株式 1 0.0
繰延税金資産 155,662,540 6.3
長期預け金 80,398,634 3.3
保証金及び敷金 91,199,568 3.7
＜投資その他の資産計＞ 327,260,743 13.3

＜固定資産計＞ 1,704,374,615 69.3
＜資産合計＞ 2,458,722,044 100.0



 

 

個別注記表 
自 2020年 4月 1日 至 2021年 3月 31日 

 

 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 １ 資産の評価基準及び評価方法 

  （１）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

      最終仕入原価法を採用しています。 

 

 ２ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しています。 

  （２）無形固定資産 

定額法を採用しています。 

 （３）リース資産 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。 

 

 ３ 引当金の計上基準 

   貸倒引当金    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しています。 

   賞与引当金    従業員の賞与支給に備えるため、翌事業年度支給見込額のうち当期負担

分を計上しています。 

            また、当期の介護職員処遇改善加算のうち従業員への未支給分につき、

見込み額に基づき計上しています。 

退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る基準および数理実務基

準に則り年金数理計算により計上しています。 

 

４ 収益および費用の計上基準 

  収益は実現主義、費用は発生主義により計上しています。 

 

 ５ その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 

   消費税等の会計処理 

    税抜方式によっています。 

 

   

Ⅱ 株主資本等変動計算書に関する注記 

  当事業年度の末日における発行済株式の数 

    普通株式  10,000株 

 

 

以上 



別紙３ オールライフメイトの最終事業年度に係る計算書類等の内容

  



 

（単位 ：円）

流　動　資　産 594,192,955 流　動　負　債 1,570,772,932

現 金 7,759,565 短 期 借 入 金 304,684,641
当 座 預 金 23,099,625 未 払 金 212,466,491
普 通 預 金 215,333,200 未 払 費 用 11,775,190
売 掛 金 225,967,301 前 受 金 697,884,310

前 払 費 用 72,068,140 賞 与 引 当 金 73,621,300

未 収 入 金 4,914,377 未 払 法 人 税 等 56,640,800
立 替 金 5,179,012 未 払 消 費 税 6,261,200
仮 払 金 453,209 預 り 金 207,439,000
預 け 金 39,418,526

固　定　資　産 3,189,178,266 固　定　負　債 1,358,694,178

 有形固定資産 369,087,766 退 職 給 付 引 当 金 54,798,410
預 り 保 証 金 234,971,000

建 物 481,144,459 長 期 前 受 収 益 1,013,108,341
建 物 償 却 累 計 額 △ 187,483,066 資 産 除 去 債 務 55,816,427
建 物 附 属 設 備 311,496,516
建物附属設備償却累計額 △ 267,700,173
構 築 物 77,625,351
構 築 物 償 却 累 計 額 △ 67,723,218
器 具 備 品 413,404,456
器 具 備 品 償 却 累 計 額 △ 391,676,559

2,929,467,110
 無形固定資産 2,632,698

株　主　資　本 853,904,111
ソ フ ト ウ エ ア 2,632,698 10,000,000

61,651,601
 投資その他の資産 2,817,457,802 その他資本剰余金 61,651,601

782,252,510
関 係 会 社 株 式 1 利 益 準 備 金 8,700,000
長 期 前 払 費 用 227,473,714 その他利益剰余金 773,552,510
繰 延 税 金 資 産 211,239,564 繰越利益剰余金 773,552,510
長 期 預 け 金 953,097,433
保 証 金 及 び 敷 金 437,242,090
そ の 他 投 資 988,405,000

853,904,111

3,783,371,221 3,783,371,221

純 資 産 の 部 金        額

純 資 産 の 部 合 計

資 本 剰 余 金

資 産 の 部 合 計 負債･純資産の部合計

資 本 金

利 益 剰 余 金

株式会社オールライフメイト

資 産 の 部 金 額 負 債 の 部 金 額

2021年3月31日現在

貸　　借　　対　　照　　表

負 債 の 部 合 計



株式会社オールライフメイト

個別注記表
自　2020 年 4 月  1 日

至　2021 年 3 月 31 日

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産(リース資産を除く) ･･･････ 建物及び2016年4月1日以降取得建物付属設備、

構築物は定額法、それ以外は定率法

無形固定資産(リース資産を除く) ･･･････ 定額法

（2）引当金の計上基準 

賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上している。

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく当期末要支給額を計上している。

（3）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

　税抜方式で計上している。

２．株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の種類及び総数に関する事項

普通株式 10,000 株

３．税効果に関する注記

繰延税金資産の発生の原因

　①未払事業税事業所税

　②賞与引当金

　③賞与引当金に係る法定福利費

　④退職給付引当金

　⑤減価償却超過額

　⑥資産除去債務－負債

　⑦入居一時金償却

　⑧繰越欠損金

　⑨資産除去債務に対応する除去費用

４．1株当たり情報に関する注記

1株当たりの純資産額 85,390 円 41 銭

1株当たりの当期純利益金額 47,124 円 43 銭



別紙４ クリーンメイトの最終事業年度に係る計算書類等の内容 



負債の部
科     目

流動負債【 】
短期借入金
未払金
未払費用
未払給与
預り金
賞与引当金
固定負債【 】
退職給与引当金
資産除去債務
負債の部合計

金     額
】【 40,564,238

28,532,902
5,279,299

438,695
2,983,042

203,300
3,127,000

】【 4,481,000
2,970,000
1,511,000

45,045,238

純資産の部
科     目

株主資本【 】
資本金【 】
法定準備金【 】
資本準備金
剰余金【 】
その他利益剰余金（ ）
繰越利益剰余金
純資産の部合計
負債・純資産の部合計

金     額
△6,921,543】【
32,500,000】【
12,500,000】【
12,500,000

△51,921,543】【
△51,921,543）（
△51,921,543
△6,921,543
38,123,695

科     目
資産の部

流動資産【 】
現金及び預金
売掛金
未収法人税等
貯蔵品
前払費用
立替金
固定資産【 】
有形固定資産（ ）
建物付属設備
建付減価償却累計額
工具器具備品
器具備品減価償却累計額
無形固定資産（ ）
電話加入権
投資その他の資産（ ）
差入保証金
繰延税金資産

資産の部合計

金     額
33,916,459】【
10,338,664
22,595,265

174,100
58,262

357,800
392,368

4,207,236】【
817,009）（

1,511,000
△755,500

279,288
△217,779

72,800）（
72,800

3,317,427）（
454,080

2,863,347

38,123,695

(単位：円)

貸 借 対 照 表

株式会社 クリーンメイト

令和  3年  3月 31日 （当期会計期間末）



個別注記表 

 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1） 資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 最終仕入原価法を採用しております。 

 

（2） 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産・・・・定率法を採用しております。ただし、平成 28 年 4 月 1 日以降に取得し

た建物付属設備は、定額法を採用しております。 

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物付属設備   14年 

工具器具備品   3年 

 

（3） 引当金の計上基準 

 賞与引当金・・・・・従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上して

おります。 

 退職給与引当金・・・従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末要支給額を

計上しております。 

 

（4） その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理・・・・・・税抜方式によっております。 

 

 

2. 株主資本等変動計算書に関する注記 

事業年度末における発行済株式の種類及び株式数 

 普通株式   900株 

 

 

 

    以上 




